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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第63期

第２四半期連結
累計期間

第63期
第２四半期連結
会計期間

第62期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（百万円） 142,608 73,786 293,038

経常利益又は経常損失（△）（百

万円）
257 △208 △763

四半期（当期）純損失（△）（百

万円）
△307 △294 △1,199

純資産額（百万円） － 18,232 18,809

総資産額（百万円） － 155,585 150,693

１株当たり純資産額（円） － 628.21 647.82

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（円）
△10.87 △10.43 △42.42

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） － 11.4 12.2

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー（百万円）
1,223 － 2,775

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー（百万円）
△169 － △2,073

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー（百万円）
△910 － △6,798

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ 10,483 10,340

従業員数（人） － 1,817 1,803

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第62期は、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当

期純損失であるため記載しておりません。

４．第63期第２四半期連結累計期間及び第63期第２四半期連結会計期間は、潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 1,817 (305)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第２四半期連結会計期間の平均人員を（　）内に外数で記載して

おります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 166 (9)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第２四半期会計期間の平均人員を（　）内に外数で記載しており

ます。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当第２四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間

(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

総合建材卸売事業　　　（百万円） －

合板製造・木材加工事業（百万円） 2,010

その他の事業　　　　　（百万円） －

合計（百万円） 2,010

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）商品仕入実績

当第２四半期連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間

(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

総合建材卸売事業　　　（百万円） 63,776

合板製造・木材加工事業（百万円） 278

その他の事業　　　　　（百万円） 58

合計（百万円） 64,113

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

 ２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

当第２四半期連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 受注残高(百万円)

総合建材卸売事業　　　 － －

合板製造・木材加工事業 914 152

その他の事業　　　 102 380

合計 1,017 532

　（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(4）販売実績

当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間

(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

総合建材卸売事業　　　（百万円） 71,473

合板製造・木材加工事業（百万円） 1,796

その他の事業　　　　　（百万円） 516

合計（百万円） 73,786

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態及び経営成績の分析】

(1）業績の状況

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国の金融危機が欧州諸国や新興国に波及し、実体経済にも影響

が及ぶなど世界的に景気後退色が強まる中、景気の牽引役であった輸出企業の収益が急速に悪化し、一段と後退色が

強まりました。

　住宅業界におきましては、当第２四半期連結会計期間の新設住宅着工戸数は291千戸（前年同期比40.2％増）、当社グ

ループが主力とする持ち家着工戸数も91千戸（同26.0％増）と前年同期を大幅に上回りましたが、前年同期が建築基

準法改正の影響で大きく落ち込んだことを考慮すると、新設住宅着工戸数は引続き低水準での推移となっておりま

す。

　このような状況の中で当社グループは、合板を始めとする建材全般の拡販と粗利率向上に努めるとともに、与信管理

の強化や、経費全般の削減に注力いたしました。

　しかしながら、販売先の倒産が多発し与信費用が増加したほか、原油をはじめとする各種資源価格の上昇による生産

コスト及び販売管理費の増加、会計基準の変更によるたな卸資産評価損の発生や株価の下落による投資有価証券評価

損などもあり、厳しい事業展開を余儀なくされました。

　この結果、当第２四半期連結会計期間における業績は、連結売上高は737億86百万円、連結営業利益は93百万円、連結

経常損失は２億８百万円、連結四半期純損失は２億94百万円となりました。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①　総合建材卸売事業

　当社グループの主力取扱商品であります合板につきましては、輸入量の減少や国内メーカーの生産調整により市

況が緩やかに上昇しましたが、水準的には前年同期をなお下回っております。一方、需要は引続き弱含みで、期待し

たほど業績が伸びませんでした。

　合板二次製品、建材、住宅機器の住設建材群につきましても、需要が盛り上がりを欠く中苦戦いたしました。

　この結果、当事業の売上高は714億73百万円、営業利益は１億５百万円となりました。

②　合板製造・木材加工事業

　合板製造事業におきましては、輸入原木や接着剤等の原材料価格が高止まりする中、国産材の活用による原価低減

を図るとともに販売価格の引上げに努めるなど、採算の改善に取り組みました。

　また、木材加工事業につきましても、最終需要の低迷から苦戦いたしました。

　この結果、当事業の売上高は17億96百万円、営業損失34百万円となりました。

③　その他の事業

　その他の事業には、建材小売店の経営指導を中心にフランチャイズ事業を展開している株式会社ハウス・デポ・

ジャパンのほか、物流関係の子会社等６社、建築請負業の子会社２社、及び純粋持株会社でありますＪＫホールディ

ングス株式会社を区分しております。

　株式会社ハウス・デポ・ジャパンは、加盟店が238社と当第１四半期末比２社増加いたしました。

　建築請負業の２社につきましては、折からの住宅着工数の大幅な減少を受けて、厳しい業況が続いております。

　一方、ＪＫホールディングス株式会社は、不動産賃貸収入や業務請負収入等の安定した収入がありました。

　この結果、当事業の売上高は５億16百万円、営業損失12百万円となりました。
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(2）財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は1,555億85百万円となり、前連結会計年度末に比べて48億92百万円増

加いたしました。内訳としては、受取手形及び売掛金50億74百万円の増加を中心に流動資産が51億76百万円増加いた

しましたが、固定資産は有形固定資産の売却や投資有価証券の減少により、２億84百万円減少いたしました。

　負債は1,373億53百万円となり、前連結会計年度末に比べて54億68百万円増加いたしました。内訳としては、支払手形

及び買掛金61億41百万円の増加を中心に流動負債が76億19百万円増加いたしましたが、固定負債は長期借入金や新株

予約権付社債の減少を主体に21億50百万円減少いたしました。

　純資産は182億32百万円となり、前連結会計年度末に比べて５億76百万円減少いたしました。

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物は、当第１四半期連結会計期間末に比べ５億61百万円増加

し、104億83百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は９億17百万円となりました。税金等調整前四半期純損失は２億77百万円であり

ましたが、減価償却費３億88百万円のほか、売上債権、たな卸資産及び仕入債務の増減等による資金の獲得が８億

14百万円あったこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は51百万円でありました。固定資産の取得と売却の差額22百万円（資金使用）、有

価証券の取得と売却の差額35百万円（資金使用）等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は３億３百万円となりました。新株予約権付社債の償還12億72百万円、長期借入金

の純減額１億16百万円に対し、短期借入金が11億33百万円増加したこと等によるものであります。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設について完了

したものは、次のとおりであります。

　また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。

会社名
事業所名

所在地 事業の種類別セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額

機械装置
（百万円）

ＪＫ工業㈱単板工場 千葉県木更津市 合板製造・木材加工事業 工場機械設備 68

（注）１．金額には消費税等は含まれておりません。

２．前四半期連結会計期間末において計画中でありましたＪＫ工業㈱単板工場につきましては、当初予定してお

りました投資予定金額は95百万円でありましたが、平成20年７月に上記のとおり完了しております。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 70,000,000

計 70,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
 （平成20年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 28,292,112 28,292,112
東京証券取引所

市場第一部
－

計 28,292,112 28,292,112 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成20年７月１日～

　平成20年９月30日
－ 28,292,112 － 2,600 － 5,361
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（５）【大株主の状況】

　 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

三井物産株式会社

（常任代理人　資産管理サービス信

託銀行株式会社）

東京都中央区晴海一丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエア

オフィスタワーＺ棟
3,179 11.23

吉野石膏株式会社
東京都千代田区丸の内三丁目３番１号

新東京ビル
2,954 10.44

吉田　繁 東京都目黒区 2,432 8.59

吉田　チサト 東京都港区 1,271 4.49

伊藤忠建材株式会社 東京都中央区日本橋本町二丁目７番１号 1,104 3.90

ＪＫホールディングス従業員持株会 東京都江東区新木場一丁目７番22号 1,033 3.65

吉田　勲 神奈川県三浦郡葉山町 979 3.46

三井住商建材株式会社
東京都中央区晴海一丁目８番８号

晴海トリトンスクエアオフィスタワーＷ
918 3.24

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 873 3.08

吉田　隆 千葉県市川市 700 2.47

計 － 15,449 54.61
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　23,700　　　 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　28,192,400　 281,924 －

単元未満株式 普通株式　　　76,012　　　 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 28,292,112 － －

総株主の議決権 － 281,924 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が12,600株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数126個が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

 ＪＫホールディングス

株式会社

東京都江東区新木場

一丁目７番22号
23,700 － 23,700 0.08

計 － 23,700 － 23,700 0.08

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 663 654 620 645 627 660

最低（円） 553 575 540 527 537 551

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。

EDINET提出書類

ＪＫホールディングス株式会社(E02732)

四半期報告書

10/27



第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,553 10,452

受取手形及び売掛金 ※2
 80,755 75,680

有価証券 111 111

商品 7,751 7,431

製品 403 533

原材料 1,093 908

仕掛品 150 195

未成工事支出金 1,561 1,997

その他 2,832 2,774

貸倒引当金 △543 △590

流動資産合計 104,670 99,493

固定資産

有形固定資産

土地 29,499 29,588

その他（純額） ※1
 13,111

※1
 13,216

有形固定資産合計 42,611 42,804

無形固定資産

のれん ※5
 86

※5
 101

その他 711 594

無形固定資産合計 797 696

投資その他の資産

投資有価証券 2,955 3,171

その他 6,239 6,040

貸倒引当金 △1,689 △1,513

投資その他の資産合計 7,506 7,698

固定資産合計 50,915 51,199

資産合計 155,585 150,693

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 87,497 81,356

短期借入金 ※2
 13,829 11,999

1年内返済予定の長期借入金 7,455 7,633

1年内償還予定の社債 160 210

未払法人税等 197 30

賞与引当金 827 829

役員賞与引当金 3 53

その他 3,434 3,674

流動負債合計 113,405 105,786
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

固定負債

社債 100 180

新株予約権付社債 － 1,272

長期借入金 15,801 16,724

退職給付引当金 2,525 2,541

役員退職慰労引当金 481 490

債務保証損失引当金 156 156

その他 4,882 4,732

固定負債合計 23,947 26,097

負債合計 137,353 131,884

純資産の部

株主資本

資本金 2,600 2,600

資本剰余金 5,366 5,366

利益剰余金 10,149 10,594

自己株式 △16 △15

株主資本合計 18,099 18,544

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △62 41

繰延ヘッジ損益 △27 △24

土地再評価差額金 △251 △247

評価・換算差額等合計 △341 △231

少数株主持分 474 495

純資産合計 18,232 18,809

負債純資産合計 155,585 150,693
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 142,608

売上原価 131,169

売上総利益 11,438

販売費及び一般管理費

従業員給料及び賞与 3,477

役員賞与引当金繰入額 2

賞与引当金繰入額 713

運賃 1,561

減価償却費 444

役員退職慰労引当金繰入額 25

退職給付引当金繰入額 82

貸倒引当金繰入額 234

その他 4,167

販売費及び一般管理費合計 10,708

営業利益 730

営業外収益

受取利息 33

受取配当金 38

仕入割引 134

不動産賃貸料 134

その他 118

営業外収益合計 458

営業外費用

支払利息 362

売上割引 269

持分法による投資損失 212

その他 87

営業外費用合計 932

経常利益 257

特別利益

固定資産売却益 0

役員賞与引当金取崩額 52

特別利益合計 53

特別損失

固定資産売却損 16

減損損失 49

投資有価証券評価損 44

たな卸資産評価損 128

その他 23

特別損失合計 263

税金等調整前四半期純利益 46

法人税、住民税及び事業税 214

法人税等調整額 153

法人税等合計 368

少数株主損失（△） △14

四半期純損失（△） △307
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 73,786

売上原価 67,979

売上総利益 5,807

販売費及び一般管理費

従業員給料及び賞与 1,751

役員賞与引当金繰入額 1

賞与引当金繰入額 347

運賃 783

減価償却費 222

役員退職慰労引当金繰入額 12

退職給付引当金繰入額 44

貸倒引当金繰入額 300

その他 2,249

販売費及び一般管理費合計 5,714

営業利益 93

営業外収益

受取利息 20

受取配当金 4

仕入割引 73

不動産賃貸料 67

その他 72

営業外収益合計 237

営業外費用

支払利息 184

売上割引 141

持分法による投資損失 78

その他 134

営業外費用合計 539

経常損失（△） △208

特別利益

固定資産売却益 0

役員賞与引当金取崩額 2

特別利益合計 2

特別損失

固定資産売却損 16

減損損失 5

投資有価証券評価損 44

その他 4

特別損失合計 71

税金等調整前四半期純損失（△） △277

法人税、住民税及び事業税 93

法人税等調整額 △39

法人税等合計 54

少数株主損失（△） △36

四半期純損失（△） △294
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 46

減価償却費 765

減損損失 49

のれん償却額 49

受取利息及び受取配当金 △71

支払利息 362

持分法による投資損益（△は益） 212

売上債権の増減額（△は増加） △5,366

たな卸資産の増減額（△は増加） 110

仕入債務の増減額（△は減少） 6,141

その他 △728

小計 1,570

利息及び配当金の受取額 74

利息の支払額 △374

法人税等の支払額 △47

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,223

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △295

有価証券の売却による収入 225

固定資産の取得による支出 △231

固定資産の売却による収入 132

その他 △1

投資活動によるキャッシュ・フロー △169

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,829

長期借入れによる収入 3,100

長期借入金の返済による支出 △4,196

社債の償還による支出 △130

新株予約権付社債の償還による支出 △1,272

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △90

配当金の支払額 △141

少数株主への配当金の支払額 △10

その他 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △910

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 142

現金及び現金同等物の期首残高 10,340

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 10,483
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

(1）連結の範囲の変更
第１四半期連結会計期間より、株式会

社ＫＥＹ　ＢＯＡＲＤを新たに設立した

ため、連結の範囲に含めております。

(2）変更後の連結子会社の数
24社

２．持分法の適用に関する事

項の変更

(1）持分法適用非連結子会社
①　持分法適用非連結子会社の変更

第１四半期連結会計期間より、明和住

宅資材株式会社は、ジャパン建材株式会

社の株式取得に伴い、持分法適用の範囲

に含めております。

②　変更後の持分法適用非連結子会社数

51社

３．会計処理基準に関する事

項の変更

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法の
変更

たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産

については、従来、主として総平均法によ

る原価法によっておりましたが、第１四

半期連結会計期間より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準第９

号　平成18年７月５日）が適用されたこ
とに伴い、主として総平均法による原価

法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）により

算定しております。

　これにより、当第２四半期連結累計期間

の営業利益及び経常利益はそれぞれ128
百万円、税金等調整前四半期純利益は257
百万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。
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当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

　 (2）リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、従来、賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっておりました

が、「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（平成５年６月17
日（企業会計審議会第一部会）、平成19
年３月30日改正））及び「リース取引に
関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日
（日本公認会計士協会　会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））が平成
20年４月１日以後開始する連結会計年度
に係る四半期連結財務諸表から適用する

ことができることになったことに伴い、

第１四半期連結会計期間からこれらの会

計基準等を適用し、通常の売買取引に係

る会計処理によっております。また、所有

権移転外ファイナンス・リース取引に係

るリース資産の減価償却の方法について

は、リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。

　なお、これによる損益への影響はありま

せん。

【簡便な会計処理】

　
　
　

当第２四半期連結累計期間 
（自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の

算定方法

　当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績

率等が前連結会計年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前連

結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸

倒見積高を算定しております。

２．法人税等並びに繰延税金

資産及び繰延税金負債の

算定方法

　法人税等の納付額の算定に関しては、加味

する加減算項目や税金控除項目を重要なも

のに限定する方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関し

ては、前連結会計年度末以降に経営環境等、

かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化

がないと認められるので、前連結会計年度

において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法によって

おります。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

該当事項はありません。

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　第１四半期連結会計期間より、法人税法の改正((所得税
法等の一部を改正する法律平成20年４月30日法律第23号)
及び(減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改
正する省令　平成20年４月30日　財務省令第32号))による
法定耐用年数の短縮を契機として見直しを行い、機械装

置について、耐用年数の短縮を行っております。

これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経

常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ24百万
円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

18,509百万円 17,910百万円

※２　受取手形を流動化した残高については、金融取引と

して処理したことにより流動資産「受取手形及び売

掛金」残高に2,554百万円、流動負債「短期借入金」残

高に2,192百万円含まれております。

──────
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当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

　３　保証債務 　３　保証債務

仕入債務保証 ダイソー住宅資材㈱ 4百万円

 　〃 ㈱丸藤近藤商店 5　

小計 　 9 

借入保証 ㈱ハウス・デポ沼津 20 

〃 ㈱クラウン通商 72 

〃 ダイソー住宅資材㈱ 36 

〃 ㈱カワシン 461 

〃 ㈱ハウス・デポ仙台 93 

〃
㈱ハウス・デポ西東

京
60 

〃
ブルース・ジャパン

㈱
400
 

〃
上海銀得隆建材有限

公司

51

(CNY 3,400千)

〃

大連銀得隆建材有限

公司

135

(JPY　19百万) 

(CNY 7,650千) 

〃
香港銀得隆建材有限

公司

8

(US$    83千)

〃 ㈱ケイセイ建材 184 

〃 ㈱ハウスデポ向陽 46 

〃 ㈱不二屋建材店 90 

〃 ㈱丸藤近藤商店 45 

〃 ㈱ハウスデポ・セキ 24 

〃 ㈱ハウス・デポ坂戸 13 

〃
㈱ハウスデポ八王子

資材 
7
 

〃 邦永建工㈲ 5 

〃
㈲ハウス・デポ・タ

テシナ 
21
 

〃 ㈱野元 142 

〃 新いずみ建装㈱ 36 

〃 ㈱ハウスデポ小樽 61 

〃 ㈲トキオ建材 15 

〃
木更津木材港団地協

同組合
137
 

〃
協同組合オホーツク

ウッドピア
64
 

〃 従業員 53 

小計 　 2,290 

合計 　 2,299 

仕入債務保証 ダイソー住宅資材㈱ 3百万円

 　〃 ㈱丸藤近藤商店 3　

小計 　 6 

借入保証 ㈱ハウス・デポ沼津 25 

〃 ㈱クラウン通商 81 

〃 ダイソー住宅資材㈱ 20 

〃 ㈱カワシン 470 

〃 ㈱ハウス・デポ仙台 106 

〃
㈱ハウス・デポ西東

京
60 

〃
ブルース・ジャパン

㈱
400
 

〃 ㈱ブル・エンジ 0 

〃 ㈱野元 150 

〃

上海銀得隆建材有限

公司

50

(JPY　 0百万) 

(CNY 3,500千)

〃

大連銀得隆建材有限

公司

131

(JPY　19百万) 

(CNY 7,900千) 

〃 ㈱ケイセイ建材 252 

〃 ㈱ハウスデポ向陽 54 

〃 ㈱不二屋建材店 92 

〃 ㈱丸藤近藤商店 49 

〃 ㈱ハウスデポ・セキ 12 

〃 ㈱ハウス・デポ坂戸 13 

〃
㈱ハウスデポ八王子

資材 
8
 

〃 邦永建工㈲ 6 

〃 加藤住宅資材㈱ 3 

〃
㈲ハウス・デポ・タ

テシナ 
24
 

〃 新いずみ建装㈱ 38 

〃 ㈱ハウスデポ小樽 63 

〃 ㈲トキオ建材 18 

〃
木更津木材港団地協

同組合
149
 

〃
協同組合オホーツク

ウッドピア
75
 

〃 従業員 53 

小計 　 2,413 

合計 　 2,420 
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当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

　４　当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミットメ

ント契約を締結しております。これら契約に基づく当

第２四半期連結会計期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。

当座貸越極度額及び貸出コミット

メントの総額
4,000百万円

借入実行残高 2,800　

差引額 1,200　

　４　当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミットメ

ント契約を締結しております。これら契約に基づく当

連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。

当座貸越極度額及び貸出コミット

メントの総額
4,000百万円

借入実行残高 2,800　

差引額 1,200　

※５　のれん及び負ののれんの表示 

のれん及び負ののれんの表示は、相殺表示しており

ます。相殺前の金額は次のとおりであります。 

のれん 247百万円

負ののれん 161　

差引額 86　

※５　のれん及び負ののれんの表示 

のれん及び負ののれんの表示は、相殺表示しており

ます。相殺前の金額は次のとおりであります。 

のれん 285百万円

負ののれん 183　

差引額 101　

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間（自　

平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

該当事項はありません。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在）

現金及び預金勘定 10,553百万円

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金
△70 

現金及び現金同等物 10,483 
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 28,292,112 株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 23,766 株

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年6月27日

定時株主総会
普通株式 141 5.00 平成20年3月31日 平成20年6月30日 利益剰余金 

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期
間末後となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年11月12日

取締役会
普通株式 141 5.00 平成20年9月30日 平成20年12月5日 利益剰余金 
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

（単位：百万円）

 
総合建材卸
売事業

合板製造・
木材加工事
業

その他の事
業

計
消去又は全
社

連結

売上高   
 

   

(1）外部顧客に対する売上高 71,473 1,796 516 73,786 － 73,786

(2）セグメント間の内部売上高又
は振替高

522 1,141 1,310 2,974 (2,974) －

計 71,995 2,938 1,827 76,761 (2,974) 73,786

営業利益又は営業損失（△） 105 △34 △12 58 34 93

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

（単位：百万円）

 
総合建材卸
売事業

合板製造・
木材加工事
業

その他の事
業

計
消去又は全
社

連結

売上高   
 

   

(1）外部顧客に対する売上高 138,372 3,344 892 142,608 － 142,608

(2）セグメント間の内部売上高又
は振替高

999 2,175 2,443 5,619 (5,619) －

計 139,372 5,519 3,335 148,227 (5,619) 142,608

営業利益又は営業損失（△） 748 △144 67 671 59 730

（注）１．事業区分の方法

当連結グループの事業区分は、建築資材を商社及びメーカー等から仕入販売している卸売販売事業と合板

を製造販売、木材を加工販売している事業及びその他の事業に区分しております。

２．各事業区分の主要商品及び製品

事業区分 売上区分 主要商品及び製品

総合建材卸売事業

合板 ラワン合板、針葉樹合板、雑木合板等

合板二次製品 木質内装材、化粧合板、床材、天井材、外装材等木質系建材

建材
石膏ボード、パーチクルボード、ハードボード、サイディング、断熱材、床

材、壁面材、天井材等非木質系建材

住宅機器
玄関ドア、下駄箱、階段、収納セット、家具、キッチン、洗面化粧台、浴槽、ト

イレ用品、窓周り商品、照明器具、家電製品等

その他 建築工事請負、土地付住宅の建売分譲

合板製造・木材加工

事業
合板等

ラワン合板、針葉樹合板、構造用ＬＶＬ（単板積層材）、大断面構造用集

成材、２×４パネル

その他の事業 その他
フランチャイズ事業、不動産賃貸業、総合建材小売事業、倉庫及び運送業、

建設工事業、旅行業、保険代理業

３．会計処理の方法の変更

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３．（1）に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用し

ております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の「総合建材卸売

事業」で営業利益が110百万円減少し、「合板製造・木材加工事業」で営業損失が17百万円増加しております。

４．追加情報
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「追加情報」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より、法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する

法律平成20年４月30日法律第23号)及び(減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改正する省令　平成20

年４月30日　財務省令第32号))による法定耐用年数の短縮を契機として見直しを行い、機械装置について、耐用年

数の短縮を行っております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の

「合板製造・木材加工事業」の営業損失が24百万円増加しております。

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社はないため該当事項はありません。

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

海外売上高がないため該当事項はありません。

（有価証券関係）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありま

せん。

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 628円21銭 １株当たり純資産額 647円82銭

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 18,232 18,809

純資産の部の合計金額から控除する金額（百万円） 474 495

（うち少数株主持分） (474) (495)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額（百万

円）
17,758 18,313

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末

（期末）の普通株式の数（株）
28,268,346 28,269,119

２．１株当たり四半期純損失金額

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 10円87　銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 10円43　銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額   

四半期純損失（△）（百万円） △307 △294

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △307 △294

期中平均株式数（株） 28,268,794 28,268,553

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

（リース取引関係）

該当事項はありません。

２【その他】

　平成20年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………141百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………５円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成20年12月５日

　（注）　平成20年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月７日

ＪＫホールディングス株式会社

取締役会　御中

監査法人トーマツ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 城戸　和弘　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 田村　　剛　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＪＫホールディング

ス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日

から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＪＫホールディングス株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在

の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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